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要　　旨
　本稿では，2016年以降のアメリカ合衆国の事例を中心に，「ポスト・トゥルース」という言葉の定義と，「ポスト・トゥ

ルース」的状況について概説する。併せてこの「ポスト・トゥルース」的状況を作り出すドライヴの一つとなった「フェ

イクニュース」という言葉についても概説し，「ポスト・トゥルース」的状況をこの語を用いることによって描写するこ

との不適切性を指摘する。ついでこの状況に関連する「トゥルース・ディケイ」という概念を紹介する。その上で，これ

らの用語が使われるようになった背景に「情報の平準化」と，専門的ジャーナリズムや科学への信頼性の低下，つまり「オー

センティシィティの衰退」があることを指摘する。

Abstract 
　The purpose of this paper is to consider the post-truth situation especially in the U.S.A. after 2016. I clarify the central 

conception of the term “post-truth” and the post-truth situation. Then I examine the definition of the term “fake news” 

which has many aspects of meaning and functioned as a driving force to propagate the post-truth situation. Also, I 

introduce the term “truth decay” conceived by Jennifer Kavanagh and Michael D. Rich. Finally, I offer my opinion that the 

equalization of facts and the atrophy of authenticity cause the post-truth situation.
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2016年以降のアメリカ合衆国の事例を中心とした 
「ポスト・トゥルース」的状況に関する概況 
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General Remarks Concerning the Post-Truth Situation in the U.S.A. after 2016: 
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うな状況に対応するには，100年以上前に「事実」に対
しての世論の共通認識に重大な齟齬が発生した際に考え
られたものとほぼ同じ姿勢で愚直に事態に臨む以外にな
いのではないかという提言を行う。

２．�2016年のアメリカ合衆国大統領選挙と「フェ
イクニュース」という言葉

オックスフォード・ラングウィッジズの母体である
オックスフォード大学出版局と同じく，辞典の出版社と
して高名なメリアム・ウェブスター（Merriam-Webster）
は，おそらくは独特の諷意を込めて，誤った情報が拡散
することは少しも新奇なことではないが，米語の「フェ
イクニュース」という言葉が使われるようになった歴
史は比較的新しく，それでも19世紀末のことであると
している２。それでも一般的にこの言葉が認識される
ようになった契機は，１つには「ピッツァゲイト陰謀

１．はじめに
旧聞に属することとなるが，オックスフォード・ラン

グウィッジズ（Oxford Languages）は2016年の今年の
言葉に「ポスト・トゥルース（post-truth）」という言葉
を選んだ１。また2016年のアメリカ合衆国大統領選挙
をめぐっては，「フェイクニュース（fake news）」とい
う言葉が頻りに喧伝された。小論では，この「ポスト・
トゥルース」と「フェイクニュース」，それに加えてラ
ンド研究所（RAND Corporation）の，ジェニファー・
カヴァノー（Jennifer Kavanagh）とマイケル・D・リッ
チ（Michael D. Rich）が提唱した「トゥルース・ディケ
イ（truth decay）」という言葉の定義を整理しておくと
ともに，このような言葉が2016年以降，マスメディア
やソーシャル・メディアにおいて特に喧伝されるように
なった背景を，主にアメリカ合衆国の事情を中心に概説
していくこととする。その上で，依然として現在このよ
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響力を及ぼしているとしたのは，その１ヶ月前の自身の
大統領選挙における敗北のことを指していたとは受け取
れなかったと述べている。そして，その場に居合わせた
記者の多くが，このくだりは「ピッツァゲイト陰謀説」
とそれが引き起こした事件のことを指していたとの印象
をもったとしている６。

後述する，「フェイクニュース」という言葉を使う者
がそれによって想定しているであろう意味，そしてその
意味が現実に及ぼした，また潜在的に及ぼし得る影響の
イムパクト，その両者がはっきりとした形を取り出した
のが，この事件だったのではないだろうか。

一方，2016年の大統領選挙にて勝利し，アメリカ合
衆国第45代の大統領に選出されたドナルド・トランプ
が「フェイクニュース」というフレイズを取り上げたの
は既に述べた通りである。それから１ヶ月後の2017年
１月のことであったのは既に述べた通りである。CNNの
ジム・アコスタ記者からの質問に答えて，「おまえはフェ
イクニュースだ」と発言したのだ。この頃からトランプ
大統領はツイッター（Twitter）などでこのフレイズを
連発するようになった。ボーチャーズの見立てによれば，
クリントンが「フェイクニュースが，現実の世界にも影
響力を及ぼしている」としたとき，これを「トランプが
大統領選に勝利したのはフェイクニュースのせいだ」と
いう意味に誤解してしまった人たちがいたのだという。
するとトランプの側は，クリントンは自分の勝利を正当
なものと認めないつもりでいるのではないかとの疑いを
抱き，「フェイクニュースは自分を助ける意図で作られ
たのではなく，傷つけるために作られたのだ」というア
イディアを流布させたかったのだという。バズフィード

（Buzzfeed）のメディア・エディタ，クレイグ・シルヴァー
マン（Craig Silverman）によるとこれは，トランプ本人
から，トランプの支持者や，トランプを支持するウェブ
サイトの発行者に対して，「オーケイ，（民主党支持者や
リベラル陣営だけではなく）おれたちもこの言葉を使っ
ていいんだよ」というゴーサインが送られたのだという
７。

また2016年のアメリカ大統領選挙の直前まで，主に
フェイスブック（Facebook）をプラットフォームとした，
たとえば「ローマ教皇フランシスコ，世界に衝撃。ドナ
ルド・トランプ支持を表明」だとか，「ウィキリークス，
ヒラリー（・クリントン）がISISに武器売却の事実をつ
かむ」「FBI捜査官，ヒラリー（・クリントン）のリーク
したｅメイルに自殺を装った殺人の工作を疑い」だとか
いった見出しをつけた虚偽情報が盛んに流通するように
なる。BBCのマイク・ウェンデリング（Mike Wendling）
の言葉をかりれば，「フェイクニュースという馬は，厩
舎から解き放たれたばかりではなく，奔放に走り出して

説（Pizzagate conspiracy theory）」と，その陰謀説に
影響された人物が2016年12月４日に引き起こした「コ
メット・ピン・ポン襲撃事件」，もう一つには，大統領

に選出されたドナルド・トランプが2017年１月11日の

記者会見の席上において，CNNのジム・アコスタ（Jim 
Acosta）記者からの質問に答えて，「おまえはフェイク
ニュースだ（You are fake news.）」と発言したことなの
ではないか。
「ピッツァゲイト陰謀説」とは，2016年の大統領選挙

終盤にインターネット上に沸き起こった，ワシントン
D.C.のピッツァ・レストラン「コメット・ピン・ポン」
が，ヒラリー・クリントンとその選挙キャムペイン・ス
タッフによって指揮された児童売春組織の本拠地となっ
ているという虚偽情報であった３。「コメット・ピン・
ポン襲撃事件」とは，この虚偽情報を真に受けて，「善意」
からこれを見過ごしにはできないと考えたエドガー・マ
ディソン・ウェルチ（Edgar Maddison Welch）という
男が，アサルト・ライフル，38口径リヴォルバー，ショッ
トガンを携えて，この「コメット・ピン・ポン」を襲撃
したという事件である４。なお幸いなことに，この襲撃
事件において死傷者は出なかった。

この事件の４日後となる12月８日，大統領選挙に敗
北したヒラリー・クリントンは，ネヴァダ州選出の民主
党上院議員ハリー・M・リード（Harry Mason Reid）の
引退セレモニーでのスピーチにおいて，「フェイクニュー
ス」という言葉に言及していた。以下に該当箇所を引用
しておく。

「すべてのアメリカ国民にとって重要であるはず
の，ある脅威について言及させてください。民主党
員，共和党員，党派に属さない人も，特に議会に関
わる仕事に奉仕している人すべてにです。悪意に満
ちたフェイクニュース，誤ったプロパガンダが，こ
こ数年にわたってソーシャル・メディアに氾濫して
います。今や，いわゆるフェイクニュースと称され
るものが，現実の世界にも影響力を及ぼしているこ
とは明白です。政治や党派に関わることだけではあ
りません。生命が危機にさらされているのです。日々
の生活を送り，働いて，コミュニティに奉仕しよう
としている，ごく普通の人びとの生命が，です。こ
れは早急に対処しなければならない危機です。官民
の各部門のリーダーが，私たちの民主主義と罪のな
い人たちの生命を守るために立ち上がること，これ
が絶対に必要なことなのです」

５

『ワシントン・ポスト』（The Washington Post）紙のカー
ラム・ボーチャーズ（Callum Borchers）記者は，ここ
でクリントンがフェイクニュースが，現実の世界にも影
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100％虚偽であるもの
さらに「ミスインフォメーション」「ディスインフォ

メーション」が作り出される動機を以下の８つに分類し
ている。

A．劣悪なジャーナリズム（poor journalism）
B．パロディ（parody）
C．挑発，パンク（to provoke or ‘punk’）
D．情熱（passion）
E．連帯（partnership）
F．利益（profit）
G．政治的影響や権力の行使（political influence or 

power）
H．プロパガンダ（propaganda）

これらをマトリクス化したものが表１である。このマ
トリクスがカヴァーする領域をすべて「フェイクニュー
ス」という一語に担わせてしまっては，対象となってい
る事態を却って曖昧にしてしまうことになるということ
がよく理解できる。虚偽情報のタイプとその背景にある
動機は，それほど多岐にわたっているということだ。

表１

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

A ✔ ✔ ✔

B ✔ ✔ ✔

C ✔ ✔ ✔

D ✔

E ✔ ✔

F ✔ ✔ ✔

G ✔ ✔ ✔ ✔

H ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔

（Wardle, 2017をもとに作成）

「フェイクニュース」という言葉には正反対の意味が
想定されている場合があるばかりでなく，この言葉がデ
モクラシィの知的価値を脅かす危険性すらある，という
のが英ブリストル大学のジョシュア・ハブグッド・クー
ト（Joshua Habgood-Coote）の主張である12。語義の不
一致からあげていけば，ある人にとってはそれは「問題
があったり疑わしかったりする情報すべてに適用でき
る語」であり，一方で多くのジャーナリストにとってそ
れは単なる「嘘（lie）」，「故意に欺こうとする意図のあ
るもの」という意味になる。さらにそれは虚偽のストー
リーや嘘にだけ適用されるものにとどまらず，「真実と
虚偽の入り混じったストーリーを意図的に拡散させる
ことで人びとを混乱させるもの」ともなる。アメリカ合

しまった」のだ，ということになる８・９。

3．�「フェイクニュース」という言葉がカヴァーし
ているもの

ハーヴァード大学の非利益団体ショーアンスタイン・
センター（Shorenstein Center）を基盤とする「ファー
スト・ドラフト・ニューズ（First Draft News）」のクレ
ア・ウォードル（Clare Wardle）は，「フェイクニュース」
というフレイズが「スポンサーによる投稿や広告であれ，
視覚的なインターネットのミームやTwitter上のボット
であれ，噂であれ，自分の気に食わない情報すべてをフェ
イクニュースの一言ですませるようになった」10ことが
気に触ると述べている。その上で，「フェイクニュース」
という言葉がカヴァーしている意味を確定することで，
定義を明確にしなければならないとする。

ウォードルはまず，故意ではない虚偽情報のシェアで
ある「ミスインフォメーション（misinformation）」と，
虚偽とわかっている情報を故意にでっちあげ，シェアす
る「ディスインフォメーション（disinformation）」とを
明確に区別するべきであるとする。そして，現在の情報
エコシステムを理解するには，以下の３つの要素を分類
すべきであるとする11。

ⅰ. 作られ，シェアされているコンテンツのタイプ
ⅱ. そのコンテンツを作った者の動機
ⅲ. そのコンテンツが拡散した方法

また「ミスインフォメーション」「ディスインフォメー
ション」を以下の７つにカテゴライズしている。

１．風刺，パロディ（satire or parody）：害を及ぼ
す意図はないが，政治的愚弄の潜在的可能性はあ
るもの

２．関連付けの誤り（false connection）：見出し，ヴィ
ジュアルやキャプションが内容と合っていないも
の

３．誤解を招くコンテンツ（misleading content）：問題，
個人を表す際に，誤解を招くような情報の使い方を
するもの

４．誤ったコンテンツ（false content）：前後関係
や文脈上，誤った情報が使われているもの

５．詐欺的コンテンツ（imposter content）：情報源
が偽装されているもの

６．操作されたコンテンツ（manipulated content）：
情報や映像が受け手を騙す目的で操作されている
もの

７．でっちあげコンテンツ（fabricated content）：
受け手を騙し，害を及ぼす目的で，コンテンツが
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形成に，客観的事実よりも感情や個人的な信念が影響を
与えているような状況や，それに関連する事柄を表す形
容詞」15であるとされた。以下，オックスフォード大学
出版局”Word of the Year 2016”のウェブサイトに依拠し
て，この言葉について概説していく。
「ポスト・トゥルース」は2016年頃から初めて使われ

るようになった言葉ではないが，この頃から政治評論な
どの記事において頻出するようになり，現在では改めて
その定義について触れることなく，記事や書籍の表題に
使われるようになったとのことである。そしてこの複合
語の接頭辞”post”が意味しているのは，たとえば「ポス
ト・ウォー（post-war）」「ポスト・マッチ（post-match）」
のように，単にある状況や出来事の時系列的に後となる
点ということではなく，ある特定の概念がもはや重要で
はなくなったり，時代遅れになってしまった状況とい
うことである。接頭辞”post”にこのようなニュアンスを
持たせることは20世紀中頃に端を発するようで，たと
えば1945年の「ポスト・ナショナル（post-national）」，
1971年の「ポスト・レイシャル（post-ratial）」のよう
な先例がある。このように，「真実が明らかになった後
の状況」を指し示すためにではなく，「真実という概念
自体が揺らぎつつある」という意味合いで「ポスト・
トゥルース」が初めて使われたのは，1992年に劇作家
スティーヴ・テシック（Steve Tesic）のエッセイが『ザ・
ネイション（The Nation）』誌に掲載されたときである
らしい。

私たちは，もはや現実環境をそれ自体として知覚する
ことなど不可能なほど複雑な世界のなかに暮らしてい
る。だから，私たちが世界に働きかけるとき，そこで依
拠されるのは現実の世界ではなく，主にマス・コミュニ
ケーションのメディアから得られた知識・情報をもとに
構成されるイメージの世界，「擬似環境」なのである，
すでに100年近くも以前にW・リップマン（Lippmann, 
W.）はそのように指摘していた。このとき，「擬似環境」
が現実の環境を寸分違わず客観的かつ精確に描写したも
のであることを期待することはできないだろう。それで
も私たちは，それが「ほぼ事実」であると見做すことで
現実環境との相互作用をやり過ごしてきた。現代人の生
活は，衣食住のほぼすべての領域にわたって，専門家の
仕事によって提供されるモノやサーヴィスを貨幣で買う
ことによって成り立っている。世界について「知る」と
いうことについても，これまでそれは例外ではなかった
のではないか。もちろん，そのために引き起こされた事
故や誤りが皆無であったわけではない。それは「知る」
ということ以外の生活領域とも変わることはない。それ
が今や，「ポスト・トゥルース」と形容される段階にお
いては揺らぎつつあるということなのであろう。

虚偽情報の流通ばかりではなく，現実に対するシニカ

衆国のオルト・ライトはこの言葉を「左翼による組織的
なバイアスのかかったニューズであると彼らが主張す
るもの」に適用しているという。このように，文脈によっ
て意味が大きく変化してしまったり，その意味を巡って
議論の対象になってしまうような言葉は，要するに無意
味で空虚なナンセンスであるというのがクートの主張
である。

それでもこの言葉が使われ続けたのはなぜなのか。
クートはその理由を，アメリカの哲学者ジェイソン・
スタンレー（Jason Stanley）による「弱体化プロパガン
ダ（undermining propaganda）」という概念を援用して
説明している。「弱体化プロパガンダ」とは，「ある価値
観にコミットメントしているというシグナルを発しなが
ら，同時に一方でそのような価値観を弱体化させようと
目論むもの」である。

　「ある言説を「フェイクニュース」であるとする主
張は，真実，客観性，クリティカル・シンキングを死
守しようとするものであるはずだ。しかし「フェイク
ニュース」という言葉を多用することで結果として，
そのようなものの価値を貶めることになってしまう。
このような弱体化には特徴的なメカニズムがある。虚
偽であるとの主張は，正統な報道機関への信頼感を
奪ってしまい，知性への軽侮が理性的な言説を押し
やってしまうのである。（中略）

　　「フェイクニュース」という言葉を正確な意味で使
おうとするならば，日常的や用語を使うだけで避けら
れたはずの，デモクラシィの価値観の擁護者を語義を
めぐる激しい論争の泥沼に引き込んでしまう結果に
陥ってしまうことになるだろう。またこの言葉をプロ
パガンダの目的で使うことの正当性を認めてしまうこ
とや，この言葉が公衆の言説に理性的に貢献している
かのような誤った印象を与えてしまうことにもつなが
る。善意で「フェイクニュース」という言葉を使うこ
とも，開かれた公衆の言説を築きあげたいという意図
が，デマゴーグのツールを使うことによって，思想警
察の役目を果たしたいという誘惑に屈してしまうこと
になるのではないかと懸念する」

13

OxfordLanguagesや，Merriam-Websterがあえて「フェ
イクニュース」を「今年の言葉」に選ばなかった理由も
そこにあったのではないかと思われる14。

4．�「ポスト・トゥルース」と「トゥルース・ディ
ケイ」

冒頭のとおり，オックスフォード・ディクショナリー
ズが2016年の今年の言葉に選んだのが「ポスト・トゥ
ルース（post-truth）」であった。その定義は，「世論の
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合理的な証拠が存在しているとされる。
現代の「トゥルース・ディケイ」にも傾向性＃２と＃３，

ならびに＃４が認められるが，カヴァノーとリッチがこ
れまでのものには見出せなかった傾向性として指摘する
のが傾向性＃１である。それによると，「事実，事実とデー
タに関する分析的解釈の間に不一致が増大すること」に
ついては，＃２や＃３とは対照的に，以前の時代にはそ
のような傾向があったことを見出すことができない，そ
してそれは科学的発見，データと統計，そして客観的事
実に関する異議という形で表出しているとされる。検証
可能で首尾一貫していることが観察可能であるような客
観的事実，たとえばある集会への出席者，手紙の内容，
あるサーヴィスや商品に支払われた金額などの証拠が存
在するにも関わらず，その「事実」については意見の一
致が見られることはない。また科学的な観察により集め
られたデータから引き出された推論，統計学的な分析に
基づいた結論についても，もはやそれらが世論形成の根
拠に用いられることが少なくなりつつある。アメリカ合
衆国に限らず，世界各国のジャーナリズムや教育研究機
関が「ファクト・チェック」に取り組み始めた理由もそ
こにあるのであろう19。

５．�２つの背景「情報の平準化」と「オーセンティ
シィティの衰退」

2016年のアメリカ合衆国大統領選挙キャムペインが
ピークを迎えていたとき，マケドニアの小村の若者たち
が小遣い稼ぎのためにクリック・ベイトのニュース・サ
イトを濫発したところで，また仮にそれが単なる小遣い
稼ぎにとどまらない大掛かりな選挙工作であったところ
で，それを「事実」として受け入れる下地が受け手の側
になければ，「フェイク・ニュース」という言葉や，「ポ
スト・トゥルース」的状況が問題になることなどなかっ
たはずである。虚偽情報の氾濫が実際の大統領選挙にど
れほどの影響を与えたのかは定かではないが，少なくと
もそのような状況それ自体については，看過できない問
題となったことは確かである。ではこのような状況が出
現してしまったことには，どのような背景があったと考
えられるのだろうか。ここでは２点あげておくことにす
る。

第一には，情報の平準化と，それによって引き起こさ
れる「真実」の相対化・多様化である。1990年，現在
ではインターネットの代表的サーヴィスとなっている
WWW（World Wide Web）がティム・バーナーズ＝リー

（Timothy John Berners-Lee）とロバート・カイリュー
（Robert Cailliau）によって発明されて以来，インターネッ
トはもはや研究者やマニアだけではなく，世界中の人び
とに利用できるものとなった。そして，そもそもが全体
的な集中管理をする運営者が存在しない分散型のネット

ルな態度，無関心，政治的操作や欺瞞などといったこと
自体は目新しいものではない。リー・マッキンタイヤ（Lee 
McIntyre）は「ポスト・トゥルース」的な状況においては，

「真実を『知る』ことという概念ばかりではなく，真実
それ自体の存在に対してまで異義が唱えられていること
がトリッキィ」16なのだとする。

一方，ランド研究所の，カヴァノーとリッチは，以下
にあげた相互に関連する４つの傾向性から構成される事
象を「トゥルース・ディケイ（truth decay）」と名づけ
た17。

１．事実，事実とデータに関する分析的解釈をめぐ
る不一致が増加

２．意見と事実との境界線が曖昧化
３．事実に関する意見ならびに個人的な経験が相対

的に増加，結果としてある影響力を及ぼすように
なること

４．かつては評価されていた，事実に関する情報源
への信頼度が低下

そしてアメリカ合衆国に関する事象にのみ対象を限定
すると，これまで大きく分類して３つの「トゥルース・
ディケイ」に該当する歴史的コンテクストがあったとさ
れる18。

・1880 ～ 1890年代：金メッキ時代　イエロウ・
ジャーナリズムの台頭

・1920 ～ 1930年代：狂乱の20年代と大恐慌の時
代　ジャズ・ジャーナリズム（タブロイド紙とラ
ジオ放送）

・1960 ～ 1970年代：ヴェトナム参戦と撤退　
ニュー・ジャーナリズム　政府ならびにメディア
のプロパガンダについての関心（調査ジャーナリ
ズムの再起）

1880〜1890年代のいわゆるギルデッド・エイジ，そ
して1920〜1930年代のいわゆるロアリング・トゥエン
ティーズには，傾向性＃２「意見と事実との境界線が曖
昧化」と＃３「事実に関する意見ならびに個人的な経験
が相対的に増加，結果としてある影響力を及ぼすように
なること」について，確かにそのような傾向性があった
と判断できる合理的な証拠が存在しているとされる。ま
た後者の狂乱の20年代については，傾向性＃４「かつ
ては評価されていた，事実に関する情報源への信頼度が
低下」することについても，ある程度の証拠があるとさ
れている。そして1960〜1970年代のニュー・ジャーナ
リズムの時代には，傾向性＃２と＃３，ならびに＃４に
ついても確かにそのような傾向性があったと判断できる
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トム・ニコルズ（Tom Nicols）もまた次のように述べ
ている。

「そしてこれが現代のアメリカの悲しい現状だ。市
民はもはやデモクラシィを，一人が一票の投票権を
もち，すべての個人は法の下でのみ平等であるとい
う，政治的平等のための条件であるとは理解してい
ない。そうではなくて，アメリカ人は今では，デモ
クラシィとは実際に平等であるという状態であると
考えている。陽の光の下にあるほとんどすべての問
題について，すべての意見は他のすべての意見と同
等の価値をもつものだとみなされる」23

ちなみに，このような「情報の平準化」には，ジャッ
ク・デリダ（Jacques Derrida），ミシェル・フーコー

（Michel Foucault）といったポスト・モダンの影響が見
て取れるとする指摘もある。メディア化が爛熟した社会
において私たちは，見たいもの聞きたいものだけを視聴
するためにメディアを選択しているので，私たちの世界
に対する理解は必然的に自分たちの認識，期待や意見を
反映したものになりがちであるという見解，これはまさ
に「ポスト・モダン主義者」に数え上げられる哲学者，
社会批評家や社会科学者によって確立されたものに他
ならないというのがその根拠である24。確かに，『ザ・
ニューヨーカー』（The New Yorker）誌に掲載されたオ
ルト・ライトの陰謀論者マイク・サノーヴィッチ（Mike 
Cernovitch）へのインタヴュー記事で彼は，「なあ，オ
レは大学でポスト・モダン理論を読んだんだぜ。もしす
べてが物語（narrative）に過ぎないのだとしたら，通説
にはオルタナティヴが必要なんじゃないかい。まあオレ
はラカンなんて読んでるようには見えないだろうけど
さ」25と発言していた。ここでは「情報の平準化」に対
するポスト・モダンの影響について検討する余裕はない
が，非常に興味深い指摘ではある。

さて私たちの周囲を取り巻く環境，この世界について，
どのように評価し，その評価に基づいてどのようなアク
ションを採るのか，そこに人によってさまざまな違いが
生じることは，別に今に始まったことではない。虚偽情
報やプロパガンダの横行についても同様である。しかし，
どこから自分の意見を引き出すのかという知識や情報の
基盤だけは，その社会である程度までは共有されたもの
でなければならないだろう。「ポスト・トゥルース」的
状況を生み出した背景として次にあげるのが，かつては
私たちが「知る」ということについてある程度の信頼を
託していたはずの，専門的ジャーナリズム組織や科学一
般といった領域に対する信頼感の低下，「オーセンティ
シィティの衰退」である。それが，キーンの言う「素人
礼賛（the Cult of Amateur）」であり，ニコルズの言う「エ

ワークであるインターネットは，ユーザーの民主化を推
し進めるのに最適なメディアであると考えられてきた。
しかし現実には，インターネットに展開されるウェブサ
イトやソーシャル・メディアといったプラットフォーム
上では，経験とトレイニングを積み重ねてきたプロの
ジャーナリストによる極力主観を排した記事と，陰謀説
に取り憑かれたアマチュア・ブロガーの記事とを識別で
きていないように思われる人びとが現れはじめた。良し
悪しは置くとして，かつては私たちが直接的には経験で
きない出来事，「事実」を報告し，それに評価を下す専
門家の職能，ジャーナリズムには，その種類によって相
応の信頼が託されていた。またジャーナリズムがその評
価を下す際に依拠する，ある特定の分野の専門家，さら
にそれを拡張した科学一般に対する信頼感というものも
存在していた。「ポスト・トゥルース」や「トゥルース・ディ
ケイ」の第４波といった概念は，そのような状況が変化
してしまい，アンドリュー・キーン（Andrew Keen）が
言う「すべてのポストは単に別の誰かのヴァージョンに
よる真実であり，すべてのフィクションは別の誰かの
ヴァージョンによる事実」20でしかなくなってしまった
ことを表している。以下にキーンの言葉を引用する。

「真実は『平準化（being “flattened”）』され，私た
ち自身の個人的な近視眼が反映された，オンデマン
ドにより個別に作り出されるものとなる。ある一人
の個人による真実は，別の誰かのものによる真実と
同じくらい『正しい』ものとなる。今日のメディアは，
世界を何十億もの個人化された真実に切り刻んでし
まっている。そしてそのそれぞれの真実は，それぞ
れが等しく正当なものであり，価値のあるものであ
るかのようだ」21

このような状況についてマッキンタイヤは以下のよう
に述べている。

「ソーシャル・メディアの勃興は，誰でも情報タダ
乗り状況を促進させた。インターネットには，事実

（fact）と意見（opinion）が隣接して提示されてい
る。なにを信じればいいのかなんてもう誰にもわか
らない。情報を仕分けて，精査してくれる権威がな
くなったことで，今日の読者，視聴者は，すっかり
党派性を帯びた絶え間ない情報の流れに曝されてし
まうことになった。主要なメディアの評判が地に堕
ちた今，プロパガンダを広めようと思う者は自分た
ちのネタの売り込み先を探す必要がもうなくなった。
今では，自分たち自身のメディアで発信することが
可能になったのだから」22
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直接経験できる範囲を越えた出来事を「知る」というこ
とについて，ある程度の信頼をもって専門家の職能に委
ねてきたプロセスが，これからはもはや常識として通用
しなくなってしまうということだ。これがデッドエンド
まで突き進んでしまえば，「ある事柄は真実であるとい
う概念，またそのような真実を発見しようとすることこ
そが，私たちの（そして私たちの政策立案者の）最大の
関心であるという概念を侵食してしまう」28ことになり
かねない。そしてそれは，キーンが「素人礼賛」の結果
として起こることを懸念する，以下のような事態を招来
することになるのではないか。

「政治や政策についての情報がこんなにも簡単に歪
められ，ねじ曲げられてしまうようになると，敗者
は私たち有権者となる。私たち市民が，誰を信じ，
誰を信頼してよいのか判断できなくなったとき，私
たちは誤った選択をしてしまうことになるかもしれ
ないし，よりひどいことになれば，単に候補者，政治，
そして投票するということ一切に興味をなくしてし
まうかもしれない」29

6．おわりに
これまでこの小論において，「ポスト・トゥルース」

的状況を概説するために，まず「フェイクニュース」と
いう言葉が主に2016年のアメリカ合衆国大統領選挙の
キャムペインを巡って使われるようになった背景と，こ
の言葉がカヴァーする意味領域について述べた。そして
この言葉はその意味があまりにも多岐に渡っているため
に却ってその指向対象を曖昧化させてしまう恐れがある
ので，使用は控えるべきであるとした。ついで「ポスト・
トゥルース」と「トゥルース・ディケイ」という言葉に
ついてそれぞれ概説した。またこのような言葉で描写さ
れる状況が生じてしまった背景には，第一には，「情報
の平準化」と，それによって引き起こされる「真実」の
相対化・多様化があること。第二には，専門的ジャーナ
リズム組織や科学一般といった領域に対する信頼感の低
下，「オーセンティシィティの衰退」があることを指摘
した。

ではこのような状況に，私たちはどのように対処すれ
ばよいのか。一つには，虚偽情報が流通するプラット
フォームに規制を設けるという考え方があるだろう。イ
ンターネット，ソーシャル・メディアは通信（コミュニ
ケーション）にカテゴライズされるので，日本の「電波
法」「放送法」の適用の対象とはならない。2018年，「放
送法」第四条30を含めた放送制度改革が政府で議論され
た。改革案の骨子には，第四条の撤廃により通信と放送
とで異なる規制を一本化することなどが含まれていた。
しかしこの当時，政府が規制の対象としていたのは放送

クスパティーズの死（the Death of Expertise）」であろう。

「Web2.0革命によって大量に生み出され，またも
てはやされた，ユーザー自身の手による無料のコン
テンツは，私たちの文化的ゲイトキーパーの秩序を
消し去ってしまった。専門的な批評家，ジャーナリ
スト，編集者，ミュージシャン，映画制作者，その
他の専門的な情報の提供者は，アマチュア・ブロガー，
こきおろし評論家，自主映画制作者や自宅レコーディ
ング・アーティストに取って代わられてしまった」26

「より深刻なのは，私たちが物事に無知であること
に誇りをもっているということである。アメリカ人
は，無知，それも特に公共の政策に関すること一切
に関する無知を，一つの美徳であるかのようにさえ
感じている段階にまできてしまっている。（中略）

それは，新しい独立宣言である。われわれはもは
やある事実だけが自明のものなのであるとはみなさ
ない。すべての真実は，事実ではないものをも含め
て，自明のものなのである。すべてのことは知るこ
とができ，どのような事柄に関するどのような意見
も，すべて同じ価値をもつのである」27

「オーセンティシィティの衰退」の直接の原因の一つ
と考えられるのは「情報の平準化」であろうから，両者
は表裏一体の関係にあるものと言える。したがって「オー
センティシィティの衰退」について述べることは，「情
報の平準化」について別の側面から述べることともなる。

「ポスト・トゥルース」の定義に戻って，「世論の形成に，
客観的事実よりも感情や個人的な信念が影響を与えてい
る状況」が現状なのだとすると，それはつまり，世論を
形成するための基盤となる知識や情報については，もは
やその社会が共有できるスタンダードが存在しなくなっ
てしまったということと同義になる。平準化された情報
はそのまま断片化し，同じ断片を共有できていない人び
との間では共通の認識はおろか，そもそも住んでいる「世
界」が異なることになってしまう。これでは，真実が不
明瞭で曖昧なものになるという段階を超え，社会の構成
員の間に共有可能な真実そのものが消滅してしまうとい
う事態が生じることになってしまう。果たしてアメリカ
合衆国に限らず，この日本においても，私たちが享受し
ているほぼ無制限な情報選択の自由によって，「今，ここ」
という世界でなにが起こっているのかについての確かな
手応えが失われてしまったなどという事態が本当に生じ
ているのかについてはわからない。それでも，もし仮に
私たちの信念を形成するのに準拠となる「事実」それ自
体が共有できなくなってしまっているのだとしたら非常
に大きな問題である。それは，これまでは自分の五感で
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の側であり，インターネットという自由な世界に規制を
持ち込むという考えはまったくないとされていた。また
アメリカ合衆国「通信品位法第230条（Section 230 of 
the Communications Decency Act）」においては，「イン
タラクティヴなコンピュータ・サーヴィス提供者は，第
三者が提供するコンテンツの発行者や表現者として扱わ
れない」という条項がある。これによって，プラット
フォーム提供者の側は，なんらかの違法なコンテンツを
ユーザーがポストしたとしてもその責任を問われること
はないという形で保護されている31。このような現状に
対して，政府機関，独立行政法人や委員会といった組織
による，インターネットを含めたメディアへの直接的な
規制を擁護する立場がある。たとえば日本では，教育に
関する「知る」ということについてのエージェンシーに
私たちはある一定のコントロール権を委ねている。だと
すれば，教育に限定されない一般的な「知る」というこ
とについても公的な機関が一定程度の規制を課したとし
ても不自然ではないだろうという考え方だ。

また現時点ではアメリカ合衆国においても日本におい
ても，放送事業者を除けば，ジャーナリズム組織を運営
することに免許は必要ない。放送事業であっても，放送
局から情報を発信するジャーナリストに公的な資格が必
要であるということもない。これを，医療や法律といっ
た専門分野と同様に，メディア分野の専門職にも専門
的な教育や訓練と資格に関する公的な基準を設ければ，

「オーセンティシィティの衰退」を防げるのではないか
という考え方もあるだろう。アメリカ合衆国にはジャー
ナリズムを専門的に学んだり，プロのジャーナリストを
養成するための大学や大学院が存在するが，そのような
教育機関で学ぶことがジャーナリストになるためには必
須条件なのかといえば，そういう訳でもない。これが医
者や弁護士であれば，大学の６または４年間にプラスし
て４年から10年ほどの専門的な訓練を受けた後，公的
な資格を得てその職能が認められるのだから，ジャーナ
リストならびにジャーナリズム組織にもそのような基準
と適用すべきである。そうすれば，ソーシャル・メディ
アやブログを利用すれば誰でも情報の送り手だけではな
く，ジャーナリストになれるという誤解と幻想が生まれ
ることもなくなり，専門的なジャーナリズムへの信頼性
も回復させることができるだろう，という考え方だ。

これは1880年代のアメリカ合衆国の状況と似ている。
イエロウ・ジャーナリズム（yellow journalism）の時代，
各新聞は扇情的な記事などを使って読者の関心を惹きつ
けようとし，激しい部数拡張競争の果てにはニュースを
でっちあげるようにまでなり，新聞に対する公衆の信頼
感も衰えていった。また悪徳資本家（robber baron）に
率いられた大企業は全米規模の独占企業を形成し，莫大
な利益を得ていた一方で，労働者たちは低賃金での労働

を強いられていた。これにより，財界と政府に対する公
衆の信用は揺らいでいった。この時，多くの社会運動，
特に進歩主義運動が起こり，新しい法律の制定と政府に
よる規制を要求した。その結果，アメリカ合衆国議会は
1890年に「シャーマン法（Sherman Act）」，1914年に
は「クレイトン法（Clayton Act）」と「連邦取引委員会
法（Federal Trade Commission Act）」，いわゆる反トラ
スト法を制定した。これに対してメディアの側は，自由
主義においてはすべての思想は公衆の前に提示されるべ
きであり，またそうなれば公衆はそこから最善のものを
選択するはずであるという考えを根拠に，規制は自主的
に行うことを主張した。

また狂乱の20年代と，1930〜1940年代のファシズ
ムの台頭を受けて，1942年に設立された「米国プレス
の自由調査委員会（The Commission on Freedom of the 
Press）」，通称ハッチンズ（Hutchins）委員会は，1947
年に『自由で責任あるメディア：マスメディア（新聞・
ラジオ・映画・雑誌・書籍）に関する一般報告書（A 
Free and Responsible Press: A General Report on Mass 
Communication: Newspapers, Radio, Motion Pictures, 
Magazines, and Book）』という重要なリポートを発表し
ている。そこには，「プレスの自由を実現しようとする
ならば，政府は，プレスの声に干渉し，規制し，抑圧し
たり，あるいは民衆の判断の基礎となるような事実を操
作するといった機能を自ら制限しなければならない」「政
府が自らにそうした制限を課さねばならないのは，た
んに表現の自由が社会の重要な利益の反映であるとい
う理由からだけではなく，それが道義上の権利（moral 
right）だからである。表現の自由には義務という側面
があるから道義的権利といえるのである」32という記述
がある。一方でそこにはまた，メディアを政府からの干
渉から保護するだけでは，マイノリティ集団に発言の機
会を与える保障にはならないことも記されていた。それ
でも最終的に委員会はプレス（＝メディア）のプロフェッ
ショナリズム，esprit de corpsを信頼することを選び，
プレスに自主的な規制を求めた。

プロの仕事に対しては「買い手危険負担（caveat 
emptor）」は適用されない。もちろんそれは，私たちに
はバカになる権利があるというわけではない。しかしこ
の「ポスト・トゥルース」的状況を改善するためには，
プロの矜持を頼りにメディアによる自主規制を求めると
いう，100年来変わり映えのしない愚直な方法を採るし
かないのではないか。最後に，ニコルズによるプロフェッ
ショナリズムの定義を引用しておく。「プロフェッショ
ナリズムは，専門家がクライアントに貢献するために最
善を尽くすこと，自分の専門分野の境界を尊重すること，
そしてそれが他者にも尊重されることを要求すること，
全体的なサーヴィスの一部分として，究極のクライアン
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トである社会それ自体に貢献することを奨励する」33
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